
令和４年３月末までの登録申請状況及び
今後の申請見込みについて

令和４年４月

国税庁



 令和３年10月から登録申請書の受付を開始し、令和４年３月末までに約34万件が登録されている。

（参考）令和３年10月以降の登録状況
10月：46,496件
11月：79,876件
12月：70,582件
１月：47,617件
２月：39,061件
３月：61,199件

 令和５年10月から登録事業者となるための原則的な申請期限である令和５年３月末まで残り１年となっ
たが、進捗については、課税事業者に限っても、法人で約１割強、個人では約5％程度に留まっている。

 令和４年３月末までの申請の約８５％が電子（e-Tax）で提出されているものの、電子通知希望割合は、
このうち約６６％に留まっている。

 令和４年３月時点において、申請から登録通知までの処理期間は、電子の場合は概ね２週間、書面の
場合は概ね４週間程度で推移している。

１ 現状
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２ 今後の提出件数の想定

 法人税の申告月、所得税の確定申告等のイベントを踏まえると、令和４年４月以降は、以下のような申
請ペースになるものと予想。
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• 申請の４割以上が令和５年２月、３月に
集中する見込み（特に、個人事業者）

• この場合、登録処理までには数か月以
上の期間を要する見込み。
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• 事業者の準備を円滑に進めていただくためにも、これから申告期が到来する法人については申告
と合わせて申請していただくなど、早めの申請をお勧めします（※）。また、登録を予定している個
人事業者についても同様に、来年の確定申告を待たずに申請されることをお勧めします。

• 申請及び登録通知の受領は、便利なe-Taxをご利用ください。

（※）国税局・税務署からも、税理士会や税理士・税理士法人に対して同様に早めのご準備をお勧めする内容の文書送付又は
架電をさせていただく場合があります。
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令和４年度税制改正への
e-Tax対応について

令和４年４月

国税庁



令和４年度税制改正に伴う登録申請書の様式改訂

1

「登録希望日」欄の追加

納税管理人に関する記載欄の追加

免税事業者の登録申請手続に係る経過措置（28改正

法附則44④）の適用期間が令和11年９月30日まで

の日の属する課税期間中まで延長され、希望する場合

に登録希望日を登録申請書に記載できることとされま

した（令和４年４月施行）。

特定国外事業者以外の事業者についても、納税管理人

を定める必要がある事業者が納税管理人の届出を行っ

ていない場合は、登録を拒否できることとされました

（令和４年４月施行）。



e-Taxの対応について

2

納税管理人を定める必要がない事業者で、かつ

 課税事業者の方

 免税事業者で、令和5年10月1日から適格請求書発行事業者となる方

など大半の方については、システム対応前でも引き続きe-Taxを利用しての

申請が可能です。

e-Taxを利用した申請、通知の受領（電子通知）のご利用

をお願いいたします。

e-Taxを利用した申請、通知の受領（電子通知）のご利用

をお願いいたします。

引き続き、

e-Taxソフト（Web版を含みます）の新様式への対応については現在開発中ですが、



（改正後）令和11年９⽉30⽇を含む課税期間までは、引き続き、課税期間の途中からの登録が可能

【例】個⼈事業者や12⽉決算の法⼈（免税事業者）が、令和６年９⽉１⽇に登録申請⼿続を⾏った場合
令和６年12⽉期令和５年12⽉期 令和７年12⽉期

登録申請手続
（令和６年９⽉１日）

登録日
（令和７年１⽉１日）

免税事業者
適格請求書発⾏事業者
（課税事業者）免税事業者

【例】個⼈事業者や12⽉決算の法⼈（免税事業者）が、令和６年９⽉１⽇に登録申請⼿続を⾏った場合で
課税期間の途中（事例は令和6年10⽉1⽇）から登録を受ける場合

令和６年12⽉期令和５年12⽉期 令和７年12⽉期

登録申請手続
（令和６年９⽉１日）

登録日
（令和6年10⽉１日）

免税事業者 適格請求書発⾏事業者
（課税事業者）

登録⽇以降は課税事業者となるため
消費税の申告が必要

免税事業者
適格請求書発⾏事業者
（課税事業者）

（改正前）令和５年10⽉1⽇の属する課税期間については、免税事業者は課税期間の途中から登録可能
その後の課税期間においては、課税期間の途中で登録申請⼿続※を⾏っても登録は翌課税期間からとなる
※消費税課税事業者選択届出書の提出が別途必要。翌課税期間の１か⽉前までに登録申請手続が必要。

（参考）令和４年度税制改正に伴う登録申請手続の柔軟化












